
日時：令和７年１０月１７日（金）１３時半～１６時半

場所：南城市役所 ３階 共有スペース

主催：南城市観光地域づくり法人設立準備委員会

令和７年度

南城市観光地域づくり講演会・報告会



Nanjo City DMO Establishment Preparation Committee 

～持続可能な観光まちづくりを目指して～

南城市DMO設立経過報告と未来構想

令和７年１０月１７日（金）

令和7年度 南城市観光地域づくり講演会・報告会



観光地域づくり法人（DMO）イメージ図

『地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する「観光地経営」の視点に立った観

光地域づくりの舵取り役として、多様な関係者と協同しながら、明確なコンセプトに基づいた観光地域づ

くりを実現するための戦略を策定するとともに、戦略を着実に実施するための調整機能を備えた法人』

（観光庁定義）

DMOを中心として「個々の体制」から「面の体制」
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説明者：南城市企画部観光商工課 枝川佳平



１．南城DMO設立経緯と目的 ～設立検討ポイント～

１．南城市の現状と課題の可視化

２．既存DMOの事例と課題分析

３．観光地域づくりを考えるきっかけとなる場の創出

４．市民参加型プロセスによるDMOの必要性の確認

◼ ５つのステップ

５．観光協会との役割整理

設立検討のポイント：

DMO設立ありきではなく、「なぜ必要か？」を突き詰める
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令和４年度の市内総生産の宿泊・飲食サービス業の構成割合は１.７％と低く、要因とし

ては提供施設数や観光客の滞在時間が短いこと（通過型観光）が想定される。
出展：令和4年度沖縄県市町村民経済計算

令和６年度の南城市入域観光客数は90万5,699人（推計値）であり、対前年比で3万8,547人

増（4.5％増）となった。県内41市町村との比較では、北中城村についで南城市は１１番目の

入域観光客数である。 出展：デジタル観光統計オープンデータ（公益社団法人 日本観光振興協会）

沖縄を訪れる観光客の大半はレンタカーを利用しているが、近年では公共交通機関を利

用する観光客も増加している。本市では、民間路線バスに加え、コミュニティバス（Nバ

ス）を運行しているが、観光客が周遊するには十分な利便性を確保できていないのが現状。

平成30年の南城市の地域経済循環率は４９.３％となっており、市内・市外で稼いだお金

の半分以上が市外へ流出している。要因としては、市内でお金を支出する場所やサービス

を担える事業者が少ないことが想定される。 出展：出典:地域経済分析システムRESAS

本市においては、観光の戦略が見えないことで、観光課題に対する継続的・計画的な取

組実施や効果検証、取り組みの自走化など効果的な観光振興が図られていない。

１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 南城市の現状と課題 ～

4



0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

那
覇
市

宜
野
湾
市

石
垣
市

浦
添
市

名
護
市

糸
満
市

沖
縄
市

豊
見
城
市

う
る
ま
市

宮
古
島
市

南
城
市

国
頭
村

大
宜
味
村

東
村

今
帰
仁
村

本
部
町

恩
納
村

宜
野
座
村

金
武
町

伊
江
村

読
谷
村

嘉
手
納
町

北
谷
町

北
中
城
村

中
城
村

西
原
町

与
那
原
町

南
風
原
町

渡
嘉
敷
村

座
間
味
村

粟
国
村

渡
名
喜
村

南
大
東
村

北
大
東
村

伊
平
屋
村

伊
是
名
村

久
米
島
町

八
重
瀬
町

多
良
間
村

竹
富
町

与
那
国
町

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

（単位：人）

県内観光客数
上位２０位

出典：「デジタル観光統計オープンデータ（公益社団法人日本観光振興協会）」

南
城
市

市町村別  入域観光客数（国内旅行者）令和６年度

参考①－南城市の観光の現状と課題

• 長時間滞在していない観光客も含まれるが、多くの観光客が南城市へ訪れていることが確認できる。

市町村 順位

那覇市 1

石垣市 2

本部町 3

名護市 4

宮古島市 5

豊見城市 6

北谷町 7

恩納村 8

糸満市 9

北中城村 10

南城市 11

今帰仁村 12

うるま市 13

竹富町 14

読谷村 15

沖縄市 16

宜野湾市 17

宜野座村 18

国頭村 19

浦添市 20
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構成比：1.7％

（単位：百万円）

（出展：令和4年度沖縄県市町村民経済計算_経済活動別市町村内総生産）

参考②－南城市の観光の現状と課題

今後、成長する可能性
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出典:地域経済分析システムRESAS

• 地域外へお金が流出し、市内産業へ落ちるお金が少ないことから循環率が低い。

• 循環率が低い（外部への流出）要因としては、外貨の獲得が少なく、市内でお金を

支出する場所やサービス提供を担える事業者が少ないことが上げられる。

市外への流出が多い

所得の半分以上が市外へ流出
（1,615億円-796億円＝819億円が市外へ流出）

県内32位

参考③－南城市の観光の現状と課題
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参考④－南城市の観光の現状と課題（沖縄県主要観光地等入込客数）
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12

参考⑤－南城市の観光の現状と課題
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【観光戦略がないと・・・】

1. 施策の優先順位がわからない（何をやりたいのかが見えない）

2. 関係者との連携がとれない（バラバラな取組み）

3. 予算やマンパワーが足りず全部中途半端

4. 行政では数年で人員が替わり状況がわからなくなる

5. 専門人材が育たない

6. 結果、観光戦略をつくれない

観光戦略がない

ターゲット未設定、ブランディング、通過型観光、移動手段、夜間の飲食店、

従業員の低所得、観光人材不足、地域資源の保全・活用、幅広い産業への波及etc...

１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 南城市の観光の課題とは ～
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誰が担うのか？

現状 戦略策定・実施に必要な要素

主体 経営視点 専門人材 継続性 スピード感 公益性 収益性

行     政 ✕ ✕ △ ✕ ◯ ✕

観光協会 △ ✕ ◯ △ ◯ △

民    間 ◯ ◯ ◯ ◯ ✕ ◯

DMO
（観光地域づくり法人）

◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

公民一体となる組織

１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 観光戦略の実施主体 ～

南城市に必要なのは、行政の「公益性」と民間の「収益性・スピード感」を融合し、

「地域経営」を担う新たな主体
11



令和６年度の取組み

取組 月 回数 内容 対象者

既存DMO取組・
状況把握

5月 1 先進地視察（箱根DMO） 行政、観光協会、商工会

5月 5 県内DMO訪問調査 行政、県内DMO

7月－9月 4 DMO勉強会
行政、観光協会、商工会
観光事業者、市民

DMO意識啓発 10月 1 講演会 行政、市民、事業者等

設立検討
（合意形成）

6月－2月 12 観光協会意見交換・役割整理 行政、観光協会

7月，2月 2 商工会意見交換 行政、商工会

5月－3月 20 音声番組収録・配信 市内関係者

10月－3月 6 市民会議・ワークショップ
市民、観光協会、商工会、
観光事業者、大学生

１．南城DMO設立経緯と目的 ～ DMO設立検討 ～
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✓ 国からの交付金・補助金を活用することを目的にDMOを設立

✓ 行政も公的資金削減のためにDMO組成を推進

✓ 設立ありきで関係者との共通認識や合意形成が図られずDMOを設立

✓ 専門人材や財源の確保を検討しないまま設立

✓ DMOとしての明確な戦略が見えず、設立後の運営プランもないことから、

DMOとしての取組みができていない。

✓ 財源もなく、関係者を巻き込めていないので、国の補助事業も活用できて

いない。

✓ 専門人材を確保できていないことで、DMOに求められる機能を発揮できてい

ない。

➢ 設立経緯

➢ 課題

１．南城DMO設立経緯と目的 ～既存DMO取組み・状況把握 ～

13



１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 既存DMO取組み・状況把握 ～

人材の確保・育成

予算・財源

82%

80%
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南城市のＤＭＯ設立に向けた考え方

➢ ＤＭＯの設立ありきで進めるのではなく、多様な関係者と
共通認識のもと、合意形成を図る必要がある

➢ 令和６年度は、関係者との合意形成に重点を置き、

『なぜＤＭＯが必要なのか』を、関係者と共に検討する

➢ 令和７年度、法人設立準備を行いつつ、専門人材の確保に
取り組む

➢ 令和８年度ＤＭＯ機能を持った組織として運用を目指す

１．南城DMO設立経緯と目的 ～ DMO取組み・状況把握 ～
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１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 多様な関係者との設立検討 ～

５月～３月（計２０名）
観光地域づくり取組みに対しての市内関係者インタビュー

６月～２月（計１２回）
観光協会との役割整理会議実施

７月～９月（計４回 延べ118名参加）
観光地域づくりの理解醸成のため勉強会を4回開催

１０月２日（来場１０５名）
観光地域づくりに対して市民意識啓発のための講演会を開催

１０月～３月（計６回 延べ１３１名参加）
DMO設立検討のため市民会議・ワークショップを6回開催

DMO勉強会 観光地域づくり講演会 DMO設立検討市民会議・WS
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１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 関係者インタビュー ～
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１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 観光地域づくり講演会 ～
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講演会終了後 アンケート

※令和6年10月2日開催「観光地域づくり講演会」参加者アンケートより

とても

そう思

う…

思う

33%

思わな

い

1%

わから

ない

7%
南城市の観光地域づくりの必要性 人数

とてもそう思う 48

思う 27

思わない 1

わからない 6

積極

的に

関わ

りた

いと

思う

39%

機会

があ

れば

関…

わから

ない

5%

未回答

1%
観光地域づくりへの関り 人数

積極的に関わりたいと思う 32

機会があれば関わりたいと思う 46

わからない 4

未回答 1

N=105

１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 観光地域づくり講演会 ～

南城市で観光地域づくりが必要と思う ９１％

南城市の観光地域づくりに関わりたいと思う ９３％
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１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 市民会議・ワークショップ ～
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第１回ワークショップ
「ＳＷＯＴ分析」

第２回ワークショップ
「地域資源の棚卸」

第３回ワークショップ
「emotionalvalue（感情価値）向上」

第４回ワークショップ
「ＤＭＯ設立の目的・目標」

南城市の「強み」「弱み」「機会」
「脅威」を分析

南城市の地域資源を「有名、無名」
「収益有、無」で分類

南城市へリピーターを増やすために必
要な５つの要素を検討

第３回までのワークショップを踏まえ
て、南城市でDMOを設立する目的・目
標を設定

第５回、第６回ワークショップ
「6W2H DMOでの商品開発」 DMOが行う収益事業を参加者で検討

１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 市民会議・ワークショップ ～
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第４回ワークショップ
「ＤＭＯ設立の目的と目標」

目的：なぜ、それをやるのか？
目標：それをやることで、どうなりたいのか？

目的：南城市の魅力を認識し、発信し、

それを理解してくれる人に来てもらう

目標：市民が地域に誇りを持ち、

訪れた人も市民も 幸せになる

目的：地域の持続を前提とした

外貨獲得と地域経済循環

目標：市民幸福度アップ

訪れた人の幸福度アップ

世界一住みたい「むら」になる

Ｂグループ

Ｃグループ

22

１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 市民会議・WS ～



また、市民の心や暮らしに豊かさをもたらすために、観光を手段として、

地域経済の活性化や社会インフラの整備、地域資源の保全・継承、地域に対

する誇りや愛着の醸成を目指します。

南城市は、魅力ある地域資源を活かして、訪れた人が体験や交流を通して

「暮らすような旅」を提供し、幸せを感じる感幸（観光）を目指します。

１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 南城市が目指すべき観光 ～
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本市は豊かな自然、文化、歴史、高品質な農畜水産物に恵まれているものの、

それらの魅力が十分に観光消費や地域経済の発展につながっていません。

また、観光客の移動手段が限定されていることや、個々の宿泊施設や飲食店の

魅力は高いものの、それらを観光客へ戦略的に発信し、連携させる仕組みが不

十分であるため、滞在型観光の実現に至っていません。

DMOを設立する目的は、行政と民間企業の資金・人材・ノウハウを共有して

「本市の観光資源を最大限に活用し、

地域経済の発展と持続可能な観光まちづくりを実現すること」です。

単なる観光振興ではなく、一次産業はじめ他産業と観光を結びつけることで、

地域のブランド価値を高め、観光による地域経済循環を生み出します。

24

１．南城DMO設立経緯と目的 ～ DMOの設立目的 ～



１．南城DMO設立経緯と目的 ～ DMO組織設計 ～

１．観光協会との役割整理とDMO役割設定

２．組織形態の検討・評価

３．観光協会との最終調整

４．ローカル・ゼブラ企業としての設立方針の決定

◼ 組織設計のポイント
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１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 観光協会との役割整理 ～

1. 整理の目的

・DMOと観光協会の重複回避と別組織となる場合の役割分担の明確化

・一体組織となる場合の機能ギャップの可視化と最適化

・既存事業の効率化と経営資源の集中、適正化とコスト最適化（スリム化）

2. 整理作業の主要な流れ

① 現状分析：既存の事業・経費の洗い出しと可視化、現状と意向の把握

② ギャップ抽出：観光振興計画と既存観光協会事業との整合性、
 必要事業の整理とスリム化の可能性

③ 資源の確認：必要経費の算出、収益事業の確認

④ 役割可視化：既存協会として実施可能な事業、できない事業の可視化

26



「▲」と「✕」の中でDMOが実施することで最大限に効果を発揮できるものはDMOが実施

観光協会に求められる役割 取組事項 取組実施状況

①観光案内
1.南城市全域の観光案内 ▲

2.外部の観光雑誌、WEB・SNSへ観光情報提供 ○

3.観光ガイドの活用・育成

②観光客誘致

1.イベント企画・実施 ○

2.市内情報発信媒体の集約、情報発信強化

3.地域伝統行事・イベントの情報発信 ▲

4.観光客受入地域の発掘・連携・協力

5.観光体験・周遊コンテンツの構築・販売 ▲

6.観光協会の会員拡大・連携・取りまとめ役 ▲

7.地域OTA構築

③観光マーケティング・
 マネジメント

1.観光地経営戦略の策定

2.地域マネジメント ▲

3.マーケティング

4.組織経営強化（経営健全化・内部マネジメン
ト）

④人材育成 1.担い手育成・確保 ▲

⑤観光交通充実・利用促進 1.市内移動手段の構築・支援・利用促進 ▲

１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 観光協会との役割整理 ～
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１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 組織形態の評価・検討 ～

ＤＭＯの組織形態は？

株式会社で設立

一般社団法人で設立

又は

株式会社型の場合は既存観光協会とは別で設立する

一般社団法人型の場合は既存観光協会を発展させる形で設立する
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１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 組織形態の評価・検討 ～

法人形態

専
門
人
材
の

確
保

公
的
事
業
・

信
用

資
金
調
達

意
思
決
定
の

速
度

収
益
性

初
期
コ
ス
ト

組
織
変
革
の

容
易
さ

地
域
の

協
力
体
制

株式会社型
(協会とは別で新設)

○ ✕ ◎ ○ ◎ ✕ ◎ ✕

一般社団法人型
(協会機能強化型)

✕ ◎ ✕ ✕ ✕ ◎ ✕ ◎

※評価記号の基準：◎ (極めて優位) > ○ (優位) > ✕ (不利/課題大)
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１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 観光協会との最終調整 ～

観光協会からの新たな提案

南城市の観光のさらなる発展のため

一般社団法人南城市観光協会を

発展的に解散

株式会社型のＤＭＯへ統合

組織を一つにする
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１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 組織形態の評価・検討 ～

法人形態

専
門
人
材
の

確
保

公
的
事
業
・

信
用

資
金
調
達

意
思
決
定
の

速
度

収
益
性

初
期
コ
ス
ト

組
織
変
革
の

容
易
さ

地
域
の

協
力
体
制

株式会社型
(協会とは別で新設)

○ ✕ ◎ ○ ◎ ✕ ◎ ✕

一般社団法人型
(協会機能強化型)

✕ ◎ ✕ ✕ ✕ ◎ ✕ ◎

株式会社型
(協会解散して統合)

○ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○

※評価記号の基準：◎ (極めて優位) > ○ (優位) > ✕ (不利/課題大) 決 定 31



CMO CFO マーケティング・情報発信 事業開発

公益事業

設立段階での出資
(行政・民間企業）

南城市側の財務支援策
①法人設立資金支援
②運営支援補助金
③地域おこし協力隊の活用
④南城市発注の業務委託・指定管理費

段階的支援の検討
①沖縄県宿泊税（R8年以降）活用検討
②斎場御嶽入館料金改定検討
③駐車料金導入検討
④ふるさと納税活用検討

観光協会と一体化した新法人の設立

新設DMO

株式会社

観光協会は新設
DMOに一体化

南城市観光協会は発展的解散
資産、事業は新設DMOに引き継ぎ

株主総会

代表取締役 * 民間人前提

物販事業

新規雇用人材と役割

観光協会の保有する財産は新規DMOに移植される。
現存の「公益事業」「物販事業」を新たな組織の事業の一
部として推進。法人格は残らない。

１．南城DMO設立経緯と目的 ～ 組織形態 ～
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１．南城DMO設立経緯と目的 ～ ローカル・ゼブラ企業設立 ～

地域課題を解決しながら、

観光を手段として南城市を発展させ、

公金に過度に依存しない

『収益性』と『公益性』を兼ね備えた持続可能な組織

（ローカル・ゼブラ企業）
の設立を目指す株式会社型ＤＭＯ

南城市ＤＭＯ設立方針の決定
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ゼブラ企業とは

地域の課題解決に取り組みつつ、持続的な繁栄
を目指す企業のことです。相反することが多い
「企業の利益」と「社会貢献」の両立を目指すこ
とを、正反対の色である白と黒を模様にするゼブ
ラ（シマウマ）に例えてこの名がつきました。

ゼブラ企業はユニコーン企業とは正反対の企業
として誕生しました。ユニコーン企業は〈１〉創
業から１０年以内の〈２〉非上場企業にもかかわ
らず、〈３〉独自の技術（テクノロジー）を持ち、
〈４〉企業の評価額が１０億ドル以上――という
４条件を満たす企業です。こんな企業は神話に出
てくる伝説の生き物と同様に、めったにお目にか
かれないことからその名がつきました。

多くのユニコーン企業は他社と競争し、利益を
重視して事業を拡大し、業績を伸ばすことを優先
します。しかし、ゼブラ企業は社会の課題に対し
てどんな貢献ができるかを考えて行動し、「飛躍
的な成長」より「持続的な繁栄」を目指します。
経営の価値観や優先順位なども両者は全く異なり
ます。

- Confidential -

１．南城DMO設立経緯と目的 ～ ローカル・ゼブラ企業設立 ～
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35

観光地域づくり法人(DMO)もローカル・ゼブラ企業も

『地域の関係者が主体的に参画した体制』が求められている

地域が一体となって「社会的インパクト」を可視化させることがゴール

出典：観光庁 出典：中小企業庁

- Confidential -

１．南城DMO設立経緯と目的 ～ ローカル・ゼブラ企業設立 ～



1．南城DMO設立経緯と目的

2．法人設立のポイント

3．ローカル・ゼブラ企業としての今後

説明者：南城市DMO設立準備室 室長 平良 幸松

36



２．法人設立のポイント ～発展的解散～

発展的解散
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２．法人設立のポイント ～ 市との協議・三役会での協議 ～

２月19日：観光協会理事会・DMO組成に関する説明と意見交換
市の考え方・ローカルゼブラ企業

３月19日：市との協議
・観光協会はどの様にDMOに関わるか

４月２日：三役会
・DMOへの出資と指定管理等について

４月４日：市との協議
・観光協会はこのままで良いのか

４月11日：三役会
・観光協会の発展的解散とDMOへ吸収合併

４月14日：市との協議
・発展的解散の考え方と日程の調整 38



２．法人設立のポイント ～ なぜ ～

なぜ？
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２．法人設立のポイント ～ 観光協会の運営状況 ～

•約４９００万

•指定管理施設の運営指定管理

•約９００万

•観光協会の運営・振興・事業補助金

•売上約１億・純利益約５００万

•観光協会の収益事業物産館
40



２．法人設立のポイント ～ 観光協会の運営状況 ～

• マネジメントとマーケティング

• 南城市全体の観光地経営戦略

• 旅行業務による収益化

実施不可能

実施できなかった

事業

• 情報発信・各種媒体の依頼や取材対応

• 修旅、沖縄系イベントへの参加

• 観光庁や県の事業の活用（負担金）

非収益事業の

肥大化

• 待遇改善や昇給に限りがある

• 将来性が無く人材の継続性が無い

• 新しい人材の確保が困難である

人材確保

待遇改善
41



２．法人設立のポイント ～ 決断とスピード感 ～

決断
スピード感
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２．法人設立のポイント ～ 横浜合宿 ～

４月11日：三役会
・観光協会の発展的解散とDMOへ吸収合併

４月14日：市との協議
・発展的解散の考え方と日程の調整

観光商工課：出資提案、合意形成、補正予算請求

  観光協会：理事会、職員説明、会員説明、臨時総会

横浜合宿：事業計画書＝出資提案書、観光協会説明会資料
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２．法人設立のポイント ～ スケジュール ４月時点 ～

令和７年 観光協会の主な実施事項

4月 理事会での方針決定（３１日）

5月 職員説明会（1日・２回実施） ・会員説明会（19日16時～）

DMO設立準備室立上げ

6月 観光協会の臨時総会（5日）：発展的解散と余剰財産移行の方針決議

出資説明

７月～9月 出資説明・議員との意見交換会・設立準備委員会立上

補正予算請求、出資調整と合意形成⇒観光商工課

１０月 設立準備委員会・職員説明会とアンケート

DMO設立（登記）⇒観光商工課
44



２．法人設立のポイント ～ 横浜合宿 ～

• 観光協会部分の分解と計画

• 新規事業の計画
事業計画素案

• 現状の分析

• 理事会、職員説明会、会員説明会
観光協会資料

• 弁護士、社労士、税理士

• 横浜経済新聞、NFTメディア
面談・会議

• 集中する時間

• 意見、案、考え方
集中・意見

• 事業計画素案を作る

• 観光協会と観光商工課の日程感
横浜合宿
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２．法人設立のポイント ～ 理事会と職員説明会、会員説明会 ～

４月３１日

• 理事会での提案⇒方針決定！

• 理由と事業計画素案、株式会社型の説明

５月１日

• 職員向け説明会

• DMOとは・理由、株式会社型の説明

５月１９日

• 会員向け説明会

• DMOとは・理由、株式会社型の説明
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２．法人設立のポイント ～ 臨時総会 ～

• 発展的解散の方向性を議決

• DMOの説明と観光協会の現状（会員説明会同）

• 弁護士のアドバイスと立会

• 善井アドバイザーによる事業計画説明

臨時総会

６月５日

４月４日の市との協議から２ヶ月
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２．法人設立のポイント ～ 設立準備室 ～

設立準備室

48



２．法人設立のポイント ～ 設立準備室の立上げ ～

■ 南城市DMO設立準備室

１．南城市観光協会内に設置

２．観光協会と観光商工課、善井アドバイザー

３．出資説明、設立準備委員会の事務局
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２．法人設立のポイント ～ 出資資本構成の考え方 ～
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２．法人設立のポイント ～ 出資第１段階 ～
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２．法人設立のポイント ～ 出資第２段階 ～
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２．法人設立のポイント ～ 出資第２.５段階 ～
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２．法人設立のポイント ～ 出資第３段階 ～

第３段階：事業運転資金（２，０００万円）の出資提案DMO設立後～（市民参加型） 
【内容案】
条件：議決権無し株式発行
発行数：1,000株（１口20,000円）
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２．法人設立のポイント ～ 組織体制 組織図案 ～

組織体制再構築！

55



２．法人設立のポイント ～ 組織体制 人材確保の考え方 ～

役職 パターン（可能性） 考え方

代表取締役

①取締役会選出型 出資者から取締役が選出され、取締役会から代表が選出される。
（取締役会、事務決裁、対外交渉、職員調整等：月10日程度想定）

②公募型 ※CMO兼務 地域推薦などの条件を付けて公募し、取締役会で決定する。
年俸制。3年間は報酬固定。

CMO
（ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ責任者）

①公募型 新たにCMOを広く公募し、雇用する。
年俸制。3年間は報酬固定。

CFO
（財務責任者）

①出資者兼務型 出資企業より選出する。（出向元の給与を法人で負担）
R7年度のみ（DMO登録申請に向けての体制整備）

②公募型 新たにCFOを公募し、雇用する。DMO運用開始のR8年度～
年俸制。3年間は報酬固定。

総務統括

①市役所出向・兼務型 南城市役所から出向又は兼務で職員を派遣する。（派遣元負担）
全ての情報を取りまとめる役割兼地域とのつなぎ役。

②観光協会職員 南城市観光協会の職員を総務統括として任用する。
全ての情報を取りまとめる役割兼地域とのつなぎ役。

事業開発 ①地域おこし協力隊 地域おこし協力隊で公募する。（総務省制度活用）
事業開発とNFTによる調達業務も統括。

観光DX・情報発信 ①地域おこし協力隊 地域おこし協力隊で公募する。（総務省制度活用）
観光DX・情報発信業務の統括を担う。



２．法人設立のポイント ～ 南城市DMO設立準備委員会～

■南城市DMO設立準備委員会

目的．DMO設立に向け協議を進める

委員．出資社から推薦⇒設立時役員

期間．会社設立までの間、月２回の準備委員会
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２．法人設立のポイント ～ 審議事項 ～

■南城市DMO設立準備委員会での審議事項

１．設立目的・基本方針の明確化

２．組織体制・運営方法の検討

３．事業計画の策定

４．財務計画の策定

５．定款・規約等の策定

６．設立準備と許認可申請

７．その他、ＤＭＯ設立準備に関し必要な事項に関すること。58



２．法人設立のポイント ～ 観光協会の統合準備 ～

令和7年 観光協会の主な実施事項

11月～12月 職員アンケート（１０月末～１１月）・職員面談①（１１月）

職員面談②（１２月）

1月～2月 事業・施設・職員引継ぎ準備/ 財務整理・業務整理

物産館出品者の引継ぎ調整・棚卸等準備

3月 事業・施設・職員移行

会員は3月31日付で退会（理事は継続）

4月 事業・施設、職員移行完了 ／ DMOとして指定管理開始

４月～８月 残務処理（支払・回収・納税・決算・総会・財産移行・解散届）
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1．南城DMO設立経緯と目的

2．法人設立のポイント

3．ローカル・ゼブラ企業としての今後

説明者：南城市DMO設立準備委員会 委員 善井 靖

60



沖縄県・南城市（DMO組成検討）

【目的】
観光の司令塔となる観光地域づくり法人（DMO）を設立し、行政や民間事業者及び地域住民等の多様な関係者を巻き込みつつ、

データに基づく戦略策定・実施・効果検証、観光コンテンツの開発・地域資源の磨き上げや受け入れ環境の整備等を行い、地域
一体となった観光振興による地域経済・地域社会の好循環（持続可能な観光地域づくり）を図る。

【内容】
○DMOに関する勉強会の開催
○観光地域づくり講演会の開催
○DMO組成検討市民会議・WSの開催
○観光協会との役割整理作業の助言
○観光地域づくり法人の組織設計素案作成の助言
○観光関連事業者及び地域住民との意見交換実施

【成果】
○観光地域づくりの理解醸成のため勉強会を4回開催。（7月～9月）延べ118名参加
観光地域づくりの市民意識啓発のため講演会を1回開催。（10月）参加者105名
DMO組成検討のため市民会議・WSを6回開催。（10月～3月）延べ131名参加
観光地域づくりについての考えを確認するため、関係者と意見交換実施。（5月～3月）計20名
多様な関係者が参加して、観光地域づくりの理解醸成やDMO必要性の整理が図られた。

◯市民会議・WSにおいて、参加者よりDMO設立の目的や収益モデルの提案。
◯観光関連事業者や市民等の意見を踏まえて観光地域づくり法人設立の方向性決定。

地域力創造アドバイザー 善井 靖 氏（A084）

活用分野 観光振興・交流

活用期間（頻度） 令和6年度～令和7年度（月2回～3回程度）

キーワード
＃観光振興 ＃地域経済活性化 ＃DMO ＃観光地域づくり ＃地域の魅力発掘 ＃合意形成
＃多様な関係者 ＃ワークショップ ＃勉強会 ＃観光協会

DMO勉強会 観光地域づくり講演会

DMO組成検討市民会議・WS

令和６年度
総務省優良事例
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ローカルゼブラ企業とは

地域の課題解決に取り組みつつ、持続的な繁栄を
目指す企業のことです。相反することが多い「企業の
利益」と「社会貢献」の両立を目指すことを、正反対の
色である白と黒を模様にするゼブラ（シマウマ）に例え
てこの名がつきました。

ゼブラ企業はユニコーン企業とは正反対の企業とし
て誕生しました。ユニコーン企業は〈１〉創業から１０年
以内の〈２〉非上場企業にもかかわらず、〈３〉独自の技
術（テクノロジー）を持ち、〈４〉企業の評価額が１０億ド
ル以上――という４条件を満たす企業です。こんな企
業は神話に出てくる伝説の生き物と同様に、めったに
お目にかかれないことからその名がつきました。

多くのユニコーン企業は他社と競争し、利益を重視し
て事業を拡大し、業績を伸ばすことを優先します。しか
し、ゼブラ企業は社会の課題に対してどんな貢献がで
きるかを考えて行動し、「飛躍的な成長」より「持続的
な繁栄」を目指します。経営の価値観や優先順位など
も両者は全く異なります。

- Confidential -

１．ＤＭＯ組織体制 ～ローカルゼブラ企業の設立～



観光地域づくり法人(DMO)もローカル・ゼブラ企業も

『地域の関係者が主体的に参画した体制』が求められている

地域が一体となって「社会的インパクト」を可視化させることがゴール

出典：観光庁 出典：中小企業庁

- Confidential -
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１．ＤＭＯ組織体制 ～ローカルゼブラ企業の設立～



- Confidential -

観光協会と一体となった新たな法人の設立（株式会社）

※観光協会の方針について臨時総会にて決定済。観光協会の財産はDMOへ寄付を予定。
64

２．ＤＭＯ組織設計 ～法人形態～



２．ＤＭＯ組織設計 ～職員体制と財源確保～

DMO法人設立 観光協会解散 行政財源支援終了
28年4月・完全自走化

資本金4000万
500万/1口

資本金6000万
100万/1口*20口

資本準備金2000万
市民参加型株式発行

*議決権なし

NFT発行を随時実施。
古民家宿泊・体験プログラム等

NFT購入者へ特典付け。

古民家リノベーション事業・
第一期ファンド調達5000万

古民家リノベーション事業・
第二期ファンド調達5000万
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- Confidential -

３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～

- Confidential -

出典：南城市DMO組成検討アドバイザー（善井靖氏）提案資料66
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３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～

- Confidential -
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３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～

- Confidential -

出典：南城市DMO組成検討アドバイザー（善井靖氏）提案資料68



- Confidential -

３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～

- Confidential -

出典：南城市DMO組成検討アドバイザー（善井靖氏）提案資料69



- Confidential -

３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～

4

- Confidential -

収益モデル検証①：琉球古民家の一棟貸事業

平均利益率：70%（直轄事業）

域内古民家をリノベーションし、一棟貸として管理運営する事業モデルです。南城市には百名伽藍をピラ

ミッドのトップとして、「ゆったり過ごせる小規模の宿、一棟貸」が多く、大規模ホテルはユインチホテル

南城のみという特徴があります。

南城DMOが起点となり、沖縄南部に「琉球古民家の一棟貸モデル」を推進し、DMOの地域OTAが斡旋する

事業を目指します。

ブランド価値の構築

「暮らすように旅するまち、南城」をブランド化し

、滞在価値を高めます

DMOの収益源化

「第二の大洲モデル」として新設DMOの主

要な収益源となります

宿泊選択肢の拡大

南城訪問者に幅広い宿泊選択肢を提供します
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３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～

- Confidential -

収益モデル検証①：琉球古民家の一棟貸事業（先行事例）

大洲DMO事例から学ぶ成功モデル

大洲市のDMOは古民家再生を通じて地域活性化に成功しており、この事業モデルは南城市の琉球文化

と古民家の特性を活かした応用が可能です。高利益率（70%）を実現しながら、文化保全と経済活性

化を両立させる優れた事例として注目されています。 71



- Confidential -

３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～

- Confidential -

収益モデル検証①：琉球古民家の一棟貸事業

step① 古民家再生

地域の遊休不動産を観光資源として活用し、高付加価値の宿泊施設に転換

宿泊施設の運営を通じて地域内での経済循環を促進し、雇用創出にも貢献

地域文化を体験できるプログラムと連携し、滞在価値を高める総合的な観光戦略として発信

step② 地域経済循環

step③ 滞在価値の創出
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３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～

- Confidential -

収益モデル検証①：琉球古民家の一棟貸事業

平屋の琉球古民家のリノベ費用は大洲事例の約半分
1000万程度。

エリアを決めて集中管理すれば運用コストも低く抑
えられる。

南城古民家リノベーション事業は可能性あり。

古民家リノベーション事業・
第一期ファンド調達5000万

27年度3棟
事業スタート

古民家リノベーション事業・
第二期ファンド調達5000万

28年度3棟
事業スタート

琉球古民家の一棟貸6棟/営業利益1700万(28年度)

大洲CMO・井上氏
顧問就任予定
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３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～

- Confidential -

出典：南城市DMO組成検討アドバイザー（善井靖氏）提案資料74



- Confidential -

３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～

- Confidential -

平均利益率：30%（外注事業）

農業、漁業、薬草作り、歴史資産保全等の「おたすけツーリズム」を開発・提供する事業です。観光客が地

域社会に積極的に貢献しながら旅行を楽しむ「貢献ツーリズム（Contribution Tourism）」の一形態として

位置づけられます。

貢献ツーリズムは2025年までにグローバルな観光市場において10%以上のシェアを占めると

予想されています。

収益モデル検証②：おたすけツーリズム事業

貢献ツーリズムの要素

• 地域への直接的貢献（環境保全、文化継承等）

• 持続可能性（地域資源の保全と発展支援）

• 学びと体験（地域住民との交流を通じた価値観獲得）

• 双方向性（観光客と地元コミュニティの共創）
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３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～

- Confidential -

貢献ツーリズムの南城市における展開

自然保護活動

久高島やニライカナイ橋周辺の環境保全活動（ビーチクリーン、植林活動など）を通じ

て地域の自然環境を守ります。

文化継承プログラム

地元の伝統芸能や祭りの参加体験、琉球文化の学習ワークショップを提供し、文化の継

承に貢献します。

農業体験と地域産業支援

南城市の特産品（マンゴーやゴーヤ）の収穫体験や地元農家支援を通じて、地域産業の

維持発展に貢献します。

コミュニティ支援

高齢化が進む地域での交流活動（高齢者との交流プログラムや世代間の文化交流）を通

じて地域コミュニティを活性化します。 76



３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～

貢献ツーリズムの地域への波及効果

地域住民による観光プログラム運営による新たな雇用創出

観光収益の地域内循環の促進

地元産品や伝統工芸品の消費促進

地域との深い関わりによる再訪意欲の向上

意義ある旅行を求める富裕層・若年層の獲得

持続可能な観光地としてのブランド化
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３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～

- Confidential -

平均利益率：30%（直轄事業）

御嶽から久高島まで域内の自然歴史文化を連日型でガイドする人材育成とマッチングを行う事

業です。

欧米からの高付加価値な観光客層のニーズに応える有効な手段です。適切なプロモーションと

地域連携により、南城市の経済と地域ブランドの飛躍的向上に貢献する可能性があります。

収益モデル検証③：スルーガイド事業

沖縄の観光市場規模・9000億円

欧米圏からの観光客割合・15%

スルーガイド１日ツアー単価・6万円

地域との深い関わりによる再訪意欲の向上

意義ある旅行を求める富裕層・若年層の獲得
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３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～

観光価値の最大化

斎場御嶽や久高島といった南城市の豊かな自然・歴史・文化を深く掘り下げ、独自の観光

体験を提供します。

観光客層の拡大

沖縄の歴史文化に関心を持つ欧米からのインバウンド層に強くアプローチし、再訪を促し

ます。

地域経済の活性化

地域住民がガイドとして雇用され、宿泊施設や飲食店など地域産業全体への経済波及効果

が期待されます。

地域ブランドの向上

南城市を「文化と自然の体験型観光地」として世界に認知させ、長期的な観光価値を高め

ます。

スルーガイド10名+おたすけツーリズム事業/営業利益1643万(28年度)
79
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３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～

- Confidential -

出典：南城市DMO組成検討アドバイザー（善井靖氏）提案資料 80
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- Confidential -

収益モデル検証④：再生型物販事業 店舗直販とECサイト販売の二軸展開

店舗直販

平均利益率：35%（直轄事業）

「リユースかりゆし」と「ビンテージアロハ」の直販

を観光案内所機能に併設。古着を寄付で集めるため原

価率が低いことが特徴です。

ECサイト販売

平均利益率：35%（直轄事業）

「リユースかりゆし」と「ビンテージアロハ」のECサイト販売

リピート獲得につなげます。Shop名『re・Heart』(仮)

市場背景

観光市場の現状

観光客層としては、エコツーリズムや文化体

験を好む層が増えており、地域性のある商品

やユニークなお土産への需要が高まっていま

す。

サステナブルファッション市場

持続可能性を意識した消費が世界的に増加し

ており、リユース衣料やヴィンテージ商品へ

の注目が高まっています。ビンテージアロハ

シャツやかりゆしウェアは、ファッション性

と文化的背景を併せ持つ商品として国際的な

人気も高いです。

EC市場の成長

コロナ禍以降、観光地の商品をオンラインで

購入できる仕組みが重要視されており、観光

地で購入した商品をリピートするためのEC展

開が成功事例として増えています。
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再生型物販事業の導入ステップ

1. 事業計画と市場調査

• ターゲット設定：国内外の観光客、特にエコ意識が高く沖縄文化に興味のある層を選定。

• 市場調査：京都の伝統工芸品直販＋EC展開など、他地域の類似事例を参考にします。

• 収益モデル策定：商品価格帯、販売目標、必要な初期投資・運営コストを試算します。

2. 商品の準備

• リユースかりゆしウェア確保：地元住民からの寄付や買取キャンペーンを実施します。

• ビンテージアロハシャツ調達：国内外のヴィンテージ市場や業者から仕入れます。

• 新商品開発：リユース品のリメイク商品を地元クリエイターと共同で開発します。

3. 店舗の立ち上げ

• 観光案内所の活用：商品展示スペースを整備します。

• 接客とプロモーション：「沖縄文化」や「リユースの意義」を説明できるスタッフを育成します。

• 店舗内イベント：「かりゆしウェア着こなし講座」等のワークショップを開催します。

4. ECサイトの構築

• サイト設計と機能：商品購入、観光情報提供、サステナブルな取り組みの発信ができるよう設計

• マーケティング施策：店舗購入者へのQRコード配布によるECサイト誘導を行います。

• 顧客データ活用：パーソナライズされたメールマガジンやクーポンの配信に活用します。

事業の強み

観光資源の活用

南城市の観光地としての魅力と「地域性の高

い商品」を組み合わせることで、観光客の購

買意欲を高めます。かりゆしウェアやアロハ

シャツは「沖縄文化」を体現する商品であり

観光土産としての大きな需要が見込めます。

サステナブル性とリピート創出

「リユースかりゆし」は環境意識の高い観光

客や若年層に強く訴求。ECサイトにより観光

後もリピート購入を促進し、年間を通じた収

益化が期待できます。
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収益モデル検証④：地方創生事業（ローカル・ゼブラ型地域経営）

戦略定義と使命

本モデルは、ローカル・ゼブラ理念を基盤として、企業として
の収益性追求と地域社会への貢献という二つの目標を同時に達
成することを目指しています。従来の行政補助金に依存する体
質から脱却し、完全な自立経営を実現することで、持続可能な
地域経営の新しい形を示します。
地方創生事業がその司令塔を担います。

地域住民が株主として参画し、

真の意味での

地域オーナーシップを実現します

市民参加型経営

企業利益と社会貢献の両立により、

持続可能な成長を追求します

ゼブラ理念実践地域投資循環

地域内での資金循環を促進し、

経済的な自立基盤を構築します
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資金構造：市民・ファンド・NFTによる三層モデル

1 市民株式（資本準備金）25%

小口株主による出資により、地域住民が真
のオーナーとして事業に参画します。目標
調達額は約2,000万円で、地域オーナーシ
ップの形成と市民の当事者意識の醸成を実
現します。

2 ゼブラファンド投融資 45% 

社会的リターンを重視する金融機関や企業
からの投融資を受け入れます。目標調達額
は約3,000万円から4,000万円で、収益性
と社会性のバランスを評価する投資家との
連携を強化します。

3 DMO発行NFT 30%

宿泊・体験優待特典が付いたNFTを販売
し、デジタル技術を活用した新しい資金
調達手法を導入します。目標調達額は約
2,000万円から3,000万円で、運転資金
として活用します。

資金調達は多様なステークホルダーからの参画を可能にする三層構造を採用しています。

３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～
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地方創生事業の具体的展開
南城市の豊かな地域資源を最大限に活かし、多角的な事業展開により持続可能な地域の財源を
築きます。各事業は互いに手を取り合い、南城市全体の魅力を高めることに貢献します。

一次産業連携プロジェクト

農泊体験や漁業体験、薬草カフェなど

を通じて、地域と観光客の交流を促進

し、地場産業の活性化を図ります。

地域人材育成・教育事業

地域協力隊の育成支援、地域づくり大

学、修学旅行誘致など、教育と観光を

融合し、地域の未来を担う人材を育成

します。

地域ブランド・ふるさと
納税連携

地域特産品の商品開発とブランディン

グ、ふるさと納税返礼品の充実を通じ

て、地域経済の循環を強化します。

３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～
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地方創生事業の具体的展開

一次産業連携プロジェクト
• 農泊体験による都市と地域の温かい交流の促進

• 沖縄の自然を体感する漁業体験プログラムの開発と運営

• 薬草カフェで地域の宝と観光を繋ぐ

• 生産者と観光客の心温まる直接交流機会創出

地域人材育成・教育事業
• 地域に新しい風を吹き込む地域協力隊の育成支援

• 観光地域づくり大学による学びと成長の機会提供

• 未来を担う修学旅行誘致による教育観光推進

• 地域課題を語り合う市民フォーラムの開催

地域ブランド・ふるさと納税連携
• 南城市ならではの特産品の商品開発支援

• 南城市の魅力を伝えるブランディング戦略の立案実行

• ふるさと納税返礼品の充実と地域活性化

• 地域資金が豊かに巡る仕組みの構築

1 視察研修事業

一人3万円から5万円の参加費設定により、地

域が自ら生み出す財源を創出します。南城市

の地域運営モデルを学びの場として全国に発

信し、持続可能な地域の土台を確立します。

2 調査レポート・出版事業

地域からの調査委託を受け、南城市の知恵と

経験を次へと繋ぎます。「南城DMO叢書」の

発行により、地域の知見を体系化し、沖縄か

ら全国のDMO運営に貢献する大切な知を蓄積

します。

3 イベント・MICE事業

「NFTツーリズム」など南城市の魅力を活か

したテーマの講演会やシンポジウムを開催し

ます。全国から参加者をお招きし、南城市を

地域を元気にする先進事例として発信する拠

点とします。

３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～
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期待される効果と波及影響

本事業の展開により、南城市の経済・社会に温かい効果をもたらします。単なる数字の改善にとどまらず、
地域社会全体の持続可能性を高める包み込むようなインパクトを創出します。

1.5億円
地域の総生産増加額

南城市の域内総生産を年間1.5億円押し上げる

地域への経済波及効果を創出します

15名
地域に根ざした専門人材

地域の魅力を引き出す専門人材など、

質の高い雇用機会を15名分創出します

1,000名

市民の参加者数

市民出資者とNFT保有者を合わせて1,000名の

参画により、共助の心を育む資本を形成します

沖縄から全国への発信モデル

株式会社型DMO、ゼブラ理念、NFT活用
を組み合わせた先進的なモデルとして、全
国の地域づくりの参考となるモデル化が期
待されます

持続可能な地域の循環

地域資金の巡りを促進することで、外部に
頼らず、地域が自立した経済の輪を確立し
ます

共助の心の醸成

市民参加型の運営により、地域への深い
愛着と当事者意識が高まり、真の意味で
の地域コミュニティが育まれます

３．ＤＭＯの役割 ～安定した組織運営資金の確保 収益モデル～
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・外部専門人材雇用 1名

DMO株式会社

代表取締役

事業部長（CMO）
＊事業活動責任者

管理部長（CFO）
＊総務・財務責任者

財務・経理

法人HP運営

観光関連事業者
連携支援

公的機関渉外
業務

商品開発企画・
ECサイト運営

事業開発マーケティング
・マネジメント

地域ブランド構築

CRM(顧客関係管理)

観光地経営戦略
策定・検証

データ収集・分析

情報発信・
プロモーション

収益事業開発

観光DX・
情報発信 公益事業

WEB・SNS
情報発信

観光・物産PR事業

観光ガイド
育成・確保 観光案内所運営

なんじいPR活動

インターンシッ
プ受入

指定管理
（3施設）

公益型イベント

ふるさと納税
商品開発

多様な関係者
との連携

大学、市内学校
との連携

19

取締役会（意思決定）
代表取締役、取締役

地域OTA
構築・運営

南城経済新聞

2次・3次交通対策

着地・滞在型商品
開発・磨き上げ

・外部専門人材雇用 1名

ＤＭＯ組織体制案 ～組織図善井私案（観光協会統合 R8.4～）～

観光協会事業
を引き継ぐ

(仮称)観光地域づくり推進協議会
多様な関係者（飲食、宿泊、体験、
交通、一次産業、商工、行政等）

資金調達

- Confidential -

総務・人事

観光関連事業者
連携支援

福利厚生管理

勤怠管理

社長室長
社長室アドバイザー・

善井28年3月迄
行政職員
サポート

物産館運営

グッズ制作・
ECサイト運営

再販型
物販開発

物販 広報

広報・PR

社長室
直轄

観光地域づくり
推進協議会運営

株主総会・
取締役会対応

観光事業
（公益事業グループ）

マーケティング事業
（収益事業グループ）
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わたし達DMOのビジョン

出典情報 本資料は、南城市DMO組成アドバイザー（善井靖氏）による専門的助言、

および中小企業庁が推進するローカルゼブラ支援方針（2024年）に基づいて策定されています。

南城市DMOは、地域固有の魅力を最大限に引き出し、

持続可能な観光モデルを確立することで、地域社会全体の発展に貢献します。
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ここで生まれ、ここで学び、

ここで働き、ここで生き、

ここで土に還る。

私達が、私達の子や孫に、南城の未来を、

自信を持って紡いでいく為に。
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南城で生きる皆さんが

幸せを実感する為に。
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観光地域づくり法人（DMO）に関するお問合せ

南城市観光地域づくり法人（DMO）設立準備室
（一般社団法人南城市観光協会内）

 TEL：098-948-4611   FAX：098-948-4644
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